
著作権法の一部を改正する法律・新旧対照表 

 
（注）著作権法の一部を改正する法律が、平成 26年 4月 25日に第 186回国会で成立し、5月 14日に平成 26年法律
第35号として公布された。 
 
○著作権法（昭和四十五年法律第四十八号） 

（傍線の部分は改正部分） 
改 正 後 現   行 

（著作物の発行） 
第三条 著作物は、その性質に応じ公衆の要求を満たすこ

とができる相当程度の部数の複製物が、第二十一条に規

定する権利を有する者又はその許諾（第六十三条第一項

の規定による利用の許諾をいう。以下この項、次条第一

項、第四条の二及び第六十三条を除き、以下この章及び

次章において同じ。）を得た者若しくは第七十九条の出

版権の設定を受けた者若しくはその複製許諾（第八十条

第三項の規定による複製の許諾をいう。第三十七条第三

項ただし書及び第三十七条の二ただし書において同

じ。）を得た者によつて作成され、頒布された場合（第

二十六条、第二十六条の二第一項又は第二十六条の三に

規定する権利を有する者の権利を害しない場合に限

る。）において、発行されたものとする。 
２・３ （略） 
 
（著作物の公表） 
第四条 著作物は、発行され、又は第二十二条から第二十

五条までに規定する権利を有する者若しくはその許諾

（第六十三条第一項の規定による利用の許諾をいう。）

を得た者若しくは第七十九条の出版権の設定を受けた

者若しくはその公衆送信許諾（第八十条第三項の規定に

よる公衆送信の許諾をいう。次項、第三十七条第三項た

だし書及び第三十七条の二ただし書において同じ。）を

得た者によつて上演、演奏、上映、公衆送信、口述若し

くは展示の方法で公衆に提示された場合（建築の著作物

にあつては、第二十一条に規定する権利を有する者又は

その許諾（第六十三条第一項の規定による利用の許諾を

いう。）を得た者によつて建設された場合を含む。）にお

いて、公表されたものとする。 
２ 著作物は、第二十三条第一項に規定する権利を有する

者又はその許諾を得た者若しくは第七十九条の出版権

の設定を受けた者若しくはその公衆送信許諾を得た者

によつて送信可能化された場合には、公表されたものと

みなす。 
３～５ （略） 
 
（保護を受ける実演） 
第七条 実演は、次の各号のいずれかに該当するものに限

り、この法律による保護を受ける。 
一 国内において行われる実演 
二～七 （略） 

（著作物の発行） 
第三条 著作物は、その性質に応じ公衆の要求を満たすこ

とができる相当程度の部数の複製物が、第二十一条に規

定する権利を有する者又はその許諾（第六十三条第一項

の規定による利用の許諾をいう。第四条の二及び第六十

三条を除き、以下この章及び次章において同じ。）を得

た者若しくは第七十九条の出版権の設定を受けた者に

よつて作成され、頒布された場合（第二十六条、第二十

六条の二第一項又は第二十六条の三に規定する権利を

有する者の権利を害しない場合に限る。）において、発

行されたものとする。 
 
 
 
２・３ （略） 
 
（著作物の公表） 
第四条 著作物は、発行され、又は第二十二条から第二十

五条までに規定する権利を有する者若しくはその許諾

を得た者によつて上演、演奏、上映、公衆送信、口述若

しくは展示の方法で公衆に提示された場合（建築の著作

物にあつては、第二十一条に規定する権利を有する者又

はその許諾を得た者によつて建設された場合を含む。）

において、公表されたものとする。 
 
 
 
 
 
 
２ 著作物は、第二十三条第一項に規定する権利を有する

者又はその許諾を得た者によつて送信可能化された場

合には、公表されたものとみなす。 
 
 
３～５ （略） 
 
（保護を受ける実演） 
第七条 実演は、次の各号のいずれかに該当するものに限

り、この法律による保護を受ける。 
一 国内において行なわれる実演 
二～七 （略） 



八 前各号に掲げるもののほか、視聴覚的実演に関する

北京条約の締約国の国民又は当該締約国に常居所を

有する者である実演家に係る実演 
 
（図書館等における複製等） 
第三十一条 （略） 
２ 前項各号に掲げる場合のほか、国立国会図書館におい

ては、図書館資料の原本を公衆の利用に供することによ

るその滅失、損傷若しくは汚損を避けるために当該原本

に代えて公衆の利用に供するため、又は絶版等資料に係

る著作物を次項の規定により自動公衆送信（送信可能化

を含む。同項において同じ。）に用いるため、電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては

認識することができない方式で作られる記録であつて、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

以下同じ。）を作成する場合には、必要と認められる限

度において、当該図書館資料に係る著作物を記録媒体に

記録することができる。 
３ （略） 
 
（視覚障害者等のための複製等） 
第三十七条 （略） 
２ （略） 
３ 視覚障害者その他視覚による表現の認識に障害のあ

る者（以下この項及び第百二条第四項において「視覚障

害者等」という。）の福祉に関する事業を行う者で政令

で定めるものは、公表された著作物であつて、視覚によ

りその表現が認識される方式（視覚及び他の知覚により

認識される方式を含む。）により公衆に提供され、又は

提示されているもの（当該著作物以外の著作物で、当該

著作物において複製されているものその他当該著作物

と一体として公衆に提供され、又は提示されているもの

を含む。以下この項及び同条第四項において「視覚著作

物」という。）について、専ら視覚障害者等で当該方式

によつては当該視覚著作物を利用することが困難な者

の用に供するために必要と認められる限度において、当

該視覚著作物に係る文字を音声にすることその他当該

視覚障害者等が利用するために必要な方式により、複製

し、又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を行うこ

とができる。ただし、当該視覚著作物について、著作権

者又はその許諾を得た者若しくは第七十九条の出版権

の設定を受けた者若しくはその複製許諾若しくは公衆

送信許諾を得た者により、当該方式による公衆への提供

又は提示が行われている場合は、この限りでない。 
 
（聴覚障害者等のための複製等） 
第三十七条の二 聴覚障害者その他聴覚による表現の認

識に障害のある者（以下この条及び次条第五項において

「聴覚障害者等」という。）の福祉に関する事業を行う

者で次の各号に掲げる利用の区分に応じて政令で定め

るものは、公表された著作物であつて、聴覚によりその

（新設） 
 
 
 
（図書館等における複製等） 
第三十一条 （略） 
２ 前項各号に掲げる場合のほか、国立国会図書館におい

ては、図書館資料の原本を公衆の利用に供することによ

るその滅失、損傷若しくは汚損を避けるために当該原本

に代えて公衆の利用に供するため、又は絶版等資料に係

る著作物を次項の規定により自動公衆送信（送信可能化

を含む。同項において同じ。）に用いるため、電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては

認識することができない方式で作られる記録であつて、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第三十三条の二第四項において同じ。）を作成する場合

には、必要と認められる限度において、当該図書館資料

に係る著作物を記録媒体に記録することができる。 
３ （略） 
 
（視覚障害者等のための複製等） 
第三十七条 （略） 
２ （略） 
３ 視覚障害者その他視覚による表現の認識に障害のあ

る者（以下この項及び第百二条第四項において「視覚障

害者等」という。）の福祉に関する事業を行う者で政令

で定めるものは、公表された著作物であつて、視覚によ

りその表現が認識される方式（視覚及び他の知覚により

認識される方式を含む。）により公衆に提供され、又は

提示されているもの（当該著作物以外の著作物で、当該

著作物において複製されているものその他当該著作物

と一体として公衆に提供され、又は提示されているもの

を含む。以下この項及び同条第四項において「視覚著作

物」という。）について、専ら視覚障害者等で当該方式

によつては当該視覚著作物を利用することが困難な者

の用に供するために必要と認められる限度において、当

該視覚著作物に係る文字を音声にすることその他当該

視覚障害者等が利用するために必要な方式により、複製

し、又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を行うこ

とができる。ただし、当該視覚著作物について、著作権

者又はその許諾を得た者若しくは第七十九条の出版権

の設定を受けた者により、当該方式による公衆への提供

又は提示が行われている場合は、この限りでない。 
 
 
（聴覚障害者等のための複製等） 
第三十七条の二 聴覚障害者その他聴覚による表現の認

識に障害のある者（以下この条及び次条第五項において

「聴覚障害者等」という。）の福祉に関する事業を行う

者で次の各号に掲げる利用の区分に応じて政令で定め

るものは、公表された著作物であつて、聴覚によりその



表現が認識される方式（聴覚及び他の知覚により認識さ

れる方式を含む。）により公衆に提供され、又は提示さ

れているもの（当該著作物以外の著作物で、当該著作物

において複製されているものその他当該著作物と一体

として公衆に提供され、又は提示されているものを含

む。以下この条において「聴覚著作物」という。）につ

いて、専ら聴覚障害者等で当該方式によつては当該聴覚

著作物を利用することが困難な者の用に供するために

必要と認められる限度において、それぞれ当該各号に掲

げる利用を行うことができる。ただし、当該聴覚著作物

について、著作権者又はその許諾を得た者若しくは第七

十九条の出版権の設定を受けた者若しくはその複製許

諾若しくは公衆送信許諾を得た者により、当該聴覚障害

者等が利用するために必要な方式による公衆への提供

又は提示が行われている場合は、この限りでない。 
一・二 （略） 

 
（出版権の設定） 
第七十九条 第二十一条又は第二十三条第一項に規定す

る権利を有する者（以下この章において「複製権等保有

者」という。）は、その著作物について、文書若しくは

図画として出版すること（電子計算機を用いてその映像

面に文書又は図画として表示されるようにする方式に

より記録媒体に記録し、当該記録媒体に記録された当該

著作物の複製物により頒布することを含む。次条第二項

及び第八十一条第一号において「出版行為」という。）

又は当該方式により記録媒体に記録された当該著作物

の複製物を用いて公衆送信（放送又は有線放送を除き、

自動公衆送信の場合にあつては送信可能化を含む。以下

この章において同じ。）を行うこと（次条第二項及び第

八十一条第二号において「公衆送信行為」という。）を

引き受ける者に対し、出版権を設定することができる。 
２ 複製権等保有者は、その複製権又は公衆送信権を目的

とする質権が設定されているときは、当該質権を有する

者の承諾を得た場合に限り、出版権を設定することがで

きるものとする。 
 
（出版権の内容） 
第八十条 出版権者は、設定行為で定めるところにより、

その出版権の目的である著作物について、次に掲げる権

利の全部又は一部を専有する。 
 
一 頒布の目的をもつて、原作のまま印刷その他の機械

的又は化学的方法により文書又は図画として複製す

る権利（原作のまま前条第一項に規定する方式により

記録媒体に記録された電磁的記録として複製する権

利を含む。） 
二 原作のまま前条第一項に規定する方式により記録

媒体に記録された当該著作物の複製物を用いて公衆

送信を行う権利 
２ 出版権の存続期間中に当該著作物の著作者が死亡し

表現が認識される方式（聴覚及び他の知覚により認識さ

れる方式を含む。）により公衆に提供され、又は提示さ

れているもの（当該著作物以外の著作物で、当該著作物

において複製されているものその他当該著作物と一体

として公衆に提供され、又は提示されているものを含

む。以下この条において「聴覚著作物」という。）につ

いて、専ら聴覚障害者等で当該方式によつては当該聴覚

著作物を利用することが困難な者の用に供するために

必要と認められる限度において、それぞれ当該各号に掲

げる利用を行うことができる。ただし、当該聴覚著作物

について、著作権者又はその許諾を得た者若しくは第七

十九条の出版権の設定を受けた者により、当該聴覚障害

者等が利用するために必要な方式による公衆への提供

又は提示が行われている場合は、この限りでない。 
 
一・二 （略） 

 
（出版権の設定） 
第七十九条 第二十一条に規定する権利を有する者（以下

この章において「複製権者」という。）は、その著作物

を文書又は図画として出版することを引き受ける者に

対し、出版権を設定することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 複製権者は、その複製権を目的とする質権が設定され

ているときは、当該質権を有する者の承諾を得た場合に

限り、出版権を設定することができるものとする。 
 
 
（出版権の内容） 
第八十条 出版権者は、設定行為で定めるところにより、

頒布の目的をもつて、その出版権の目的である著作物を

原作のまま印刷その他の機械的又は化学的方法により

文書又は図画として複製する権利を専有する。 
（新設） 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
２ 出版権の存続期間中に当該著作物の著作者が死亡し



たとき、又は、設定行為に別段の定めがある場合を除き、

出版権の設定後最初の出版行為又は公衆送信行為（第八

十三条第二項及び第八十四条第三項において「出版行為

等」という。）があつた日から三年を経過したときは、

複製権等保有者は、前項の規定にかかわらず、当該著作

物について、全集その他の編集物（その著作者の著作物

のみを編集したものに限る。）に収録して複製し、又は

公衆送信を行うことができる。 
３ 出版権者は、複製権等保有者の承諾を得た場合に限

り、他人に対し、その出版権の目的である著作物の複製

又は公衆送信を許諾することができる。 
４ 第六十三条第二項、第三項及び第五項の規定は、前項

の場合について準用する。この場合において、同条第三

項中「著作権者」とあるのは「第七十九条第一項の複製

権等保有者及び出版権者」と、同条第五項中「第二十三

条第一項」とあるのは「第八十条第一項（第二号に係る

部分に限る。）」と読み替えるものとする。 
 
（出版の義務） 
第八十一条 出版権者は、次の各号に掲げる区分に応じ、

その出版権の目的である著作物につき当該各号に定め

る義務を負う。ただし、設定行為に別段の定めがある場

合は、この限りでない。 
一 前条第一項第一号に掲げる権利に係る出版権者（次

条において「第一号出版権者」という。） 次に掲げる
義務 
イ 複製権等保有者からその著作物を複製するため

に必要な原稿その他の原品若しくはこれに相当す

る物の引渡し又はその著作物に係る電磁的記録の

提供を受けた日から六月以内に当該著作物につい

て出版行為を行う義務 
ロ 当該著作物について慣行に従い継続して出版行

為を行う義務 
二 前条第一項第二号に掲げる権利に係る出版権者（次

条第一項第二号において「第二号出版権者」という。） 
次に掲げる義務 
イ 複製権等保有者からその著作物について公衆送

信を行うために必要な原稿その他の原品若しくは

これに相当する物の引渡し又はその著作物に係る

電磁的記録の提供を受けた日から六月以内に当該

著作物について公衆送信行為を行う義務 
ロ 当該著作物について慣行に従い継続して公衆送

信行為を行う義務 
 
（著作物の修正増減） 
第八十二条 著作者は、次に掲げる場合には、正当な範囲

内において、その著作物に修正又は増減を加えることが

できる。 
一 その著作物を第一号出版権者が改めて複製する場 
 合 
二 その著作物について第二号出版権者が公衆送信を

たとき、又は、設定行為に別段の定めがある場合を除き、

出版権の設定後最初の出版があつた日から三年を経過

したときは、複製権者は、前項の規定にかかわらず、当

該著作物を全集その他の編集物（その著作者の著作物の

みを編集したものに限る。）に収録して複製することが

できる。 
 
 
３ 出版権者は、他人に対し、その出版権の目的である著

作物の複製を許諾することができない。 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
（出版の義務） 
第八十一条 出版権者は、その出版権の目的である著作物

につき次に掲げる義務を負う。ただし、設定行為に別段

の定めがある場合は、この限りでない。 
 
一 複製権者からその著作物を複製するために必要な

原稿その他の原品又はこれに相当する物の引渡しを

受けた日から六月以内に当該著作物を出版する義務 
 
 
 
 
 
 
 
二 当該著作物を慣行に従い継続して出版する義務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（著作物の修正増減） 
第八十二条 著作者は、その著作物を出版権者があらため

て複製する場合には、正当な範囲内において、その著作

物に修正又は増減を加えることができる。 
（新設） 
 
（新設） 



行う場合 
２ 第一号出版権者は、その出版権の目的である著作物を

改めて複製しようとするときは、その都度、あらかじめ

著作者にその旨を通知しなければならない。 
 
（出版権の存続期間） 
第八十三条 （略） 
２ 出版権は、その存続期間につき設定行為に定めがない

ときは、その設定後最初の出版行為等があつた日から三

年を経過した日において消滅する。 
 
（出版権の消滅の請求） 
第八十四条 出版権者が第八十一条第一号（イに係る部分

に限る。）又は第二号（イに係る部分に限る。）の義務に

違反したときは、複製権等保有者は、出版権者に通知し

てそれぞれ第八十条第一項第一号又は第二号に掲げる

権利に係る出版権を消滅させることができる。 
２ 出版権者が第八十一条第一号（ロに係る部分に限る。）

又は第二号（ロに係る部分に限る。）の義務に違反した

場合において、複製権等保有者が三月以上の期間を定め

てその履行を催告したにもかかわらず、その期間内にそ

の履行がされないときは、複製権等保有者は、出版権者

に通知してそれぞれ第八十条第一項第一号又は第二号

に掲げる権利に係る出版権を消滅させることができる。 
３ 複製権等保有者である著作者は、その著作物の内容が

自己の確信に適合しなくなつたときは、その著作物の出

版行為等を廃絶するために、出版権者に通知してその出

版権を消滅させることができる。ただし、当該廃絶によ

り出版権者に通常生ずべき損害をあらかじめ賠償しな

い場合は、この限りでない。 
 
（出版権の制限） 
第八十六条 第三十条第一項（第三号を除く。次項におい

て同じ。）、第三十条の二第二項、第三十条の三、第三十

一条第一項及び第三項後段、第三十二条、第三十三条第

一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三

十三条の二第一項及び第四項、第三十四条第一項、第三

十五条第一項、第三十六条第一項、第三十七条、第三十

七条の二、第三十九条第一項、第四十条第一項及び第二

項、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十二条の

三第二項並びに第四十六条から第四十七条の二までの

規定は、出版権の目的となつている著作物の複製につい

て準用する。この場合において、第三十条の二第二項、

第三十条の三、第三十五条第一項、第四十二条第一項及

び第四十七条の二中「著作権者」とあるのは、「出版権

者」と読み替えるものとする。 
２ 前項において準用する第三十条第一項、第三十条の

三、第三十一条第一項第一号若しくは第三項後段、第三

十三条の二第一項若しくは第四項、第三十五条第一項、

第三十七条第三項、第三十七条の二本文（同条第二号に

係る場合にあつては、同号）、第四十一条から第四十二

 
２ 出版権者は、その出版権の目的である著作物をあらた

めて複製しようとするときは、そのつど、あらかじめ著

作者にその旨を通知しなければならない。 
 
（出版権の存続期間） 
第八十三条 （略） 
２ 出版権は、その存続期間につき設定行為に定めがない

ときは、その設定後最初の出版があつた日から三年を経

過した日において消滅する。 
 
（出版権の消滅の請求） 
第八十四条 出版権者が第八十一条第一号の義務に違反

したときは、複製権者は、出版権者に通知してその出版

権を消滅させることができる。 
 
 
２ 出版権者が第八十一条第二号の義務に違反した場合

において、複製権者が三月以上の期間を定めてその履行

を催告したにもかかわらず、その期間内にその履行がさ

れないときは、複製権者は、出版権者に通知してその出

版権を消滅させることができる。 
 
 
３ 複製権者である著作者は、その著作物の内容が自己の

確信に適合しなくなつたときは、その著作物の出版を廃

絶するために、出版権者に通知してその出版権を消滅さ

せることができる。ただし、当該廃絶により出版権者に

通常生ずべき損害をあらかじめ賠償しない場合は、この

限りでない。 
 
（出版権の制限） 
第八十六条 第三十条第一項（第三号を除く。次項におい

て同じ。）、第三十条の二第二項、第三十条の三、第三十

一条第一項及び第三項後段、第三十二条、第三十三条第

一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三

十三条の二第一項、第三十四条第一項、第三十五条第一

項、第三十六条第一項、第三十七条第一項及び第三項、

第三十七条の二、第三十九条第一項、第四十条第一項及

び第二項、第四十一条から第四十二条の二まで、第四十

二条の三第二項並びに第四十六条から第四十七条の二

までの規定は、出版権の目的となつている著作物の複製

について準用する。この場合において、第三十条の二第

二項、第三十条の三、第三十五条第一項、第四十二条第

一項及び第四十七条の二中「著作権者」とあるのは、「出

版権者」と読み替えるものとする。 
２ 前項において準用する第三十条第一項、第三十条の

三、第三十一条第一項第一号若しくは第三項後段、第三

十三条の二第一項、第三十五条第一項、第三十七条第三

項、第三十七条の二本文（同条第二号に係る場合にあつ

ては、同号）、第四十一条から第四十二条の二まで、第



条の二まで、第四十二条の三第二項又は第四十七条の二

に定める目的以外の目的のために、これらの規定の適用

を受けて作成された著作物の複製物を頒布し、又は当該

複製物によつて当該著作物を公衆に提示した者は、第八

十条第一項第一号の複製を行つたものとみなす。 
３ 第三十条の二第二項、第三十条の三、第三十一条第三

項前段、第三十二条第一項、第三十三条の二第四項、第

三十五条第二項、第三十六条第一項、第三十七条第二項

及び第三項、第三十七条の二（第二号を除く。）、第四十

条第一項、第四十一条、第四十二条の二、第四十二条の

三第二項、第四十六条、第四十七条の二並びに第四十七

条の六の規定は、出版権の目的となつている著作物の公

衆送信について準用する。この場合において、第三十条

の二第二項、第三十条の三、第三十五条第二項、第三十

六条第一項及び第四十七条の二中「著作権者」とあるの

は「出版権者」と、第四十七条の六ただし書中「著作権」

とあるのは「出版権」と読み替えるものとする。 
 
（出版権の譲渡等） 
第八十七条 出版権は、複製権等保有者の承諾を得た場合

に限り、その全部又は一部を譲渡し、又は質権の目的と

することができる。 
 
（出版権の登録） 
第八十八条 次に掲げる事項は、登録しなければ、第三者

に対抗することができない。 
一 出版権の設定、移転（相続その他の一般承継による

ものを除く。次号において同じ。）、変更若しくは消滅

（混同又は複製権若しくは公衆送信権の消滅による

ものを除く。）又は処分の制限 
二 （略） 
２ （略） 
 
（損害の額の推定等） 
第百十四条 （略） 
２ （略） 
３ 著作権者、出版権者又は著作隣接権者は、故意又は過

失によりその著作権、出版権又は著作隣接権を侵害した

者に対し、その著作権、出版権又は著作隣接権の行使に

つき受けるべき金銭の額に相当する額を自己が受けた

損害の額として、その賠償を請求することができる。 
４ 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠

償の請求を妨げない。この場合において、著作権、出版

権又は著作隣接権を侵害した者に故意又は重大な過失

がなかつたときは、裁判所は、損害の賠償の額を定める

について、これを参酌することができる。 

四十二条の三第二項又は第四十七条の二に定める目的

以外の目的のために、これらの規定の適用を受けて作成

された著作物の複製物を頒布し、又は当該複製物によつ

て当該著作物を公衆に提示した者は、第八十条第一項の

複製を行つたものとみなす。 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出版権の譲渡等） 
第八十七条 出版権は、複製権者の承諾を得た場合に限

り、譲渡し、又は質権の目的とすることができる。 
 
 
（出版権の登録） 
第八十八条 次に掲げる事項は、登録しなければ、第三者

に対抗することができない。 
一 出版権の設定、移転（相続その他の一般承継による

ものを除く。次号において同じ。）、変更若しくは消滅

（混同又は複製権の消滅によるものを除く。）又は処

分の制限 
二 （略） 
２ （略） 
 
（損害の額の推定等） 
第百十四条 （略） 
２ （略） 
３ 著作権者又は著作隣接権者は、故意又は過失によりそ

の著作権又は著作隣接権を侵害した者に対し、その著作

権又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に

相当する額を自己が受けた損害の額として、その賠償を

請求することができる。 
４ 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠

償の請求を妨げない。この場合において、著作権又は著

作隣接権を侵害した者に故意又は重大な過失がなかつ

たときは、裁判所は、損害の賠償の額を定めるについて、

これを参酌することができる。 
 
附則（平成26年法律第35号） 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十七年一月一日から施行する。ただし、第七条の改正規定及び次条の規定は、視聴覚的実

演に関する北京条約（同条において「視聴覚的実演条約」という。）が日本国について効力を生ずる日から施行する。 



（著作隣接権に関する規定の適用） 
第二条 この法律による改正後の著作権法（以下この条において「新法」という。）第七条第四号に掲げる実演（同条

第一号から第三号までに掲げる実演に該当するものを除く。）又は同条第五号に掲げる実演であって、視聴覚的実演

条約の締約国の国民又は当該締約国に常居所を有する者である実演家に係るものに対する新法中著作隣接権に関す

る規定（第九十五条の三第三項及び第四項の規定を含む。）の適用については、著作権法の一部を改正する法律（昭

和六十一年法律第六十四号）附則第三項、著作権法の一部を改正する法律（平成元年法律第四十三号。次項において

「平成元年改正法」という。）附則第二項及び著作権法の一部を改正する法律（平成三年法律第六十三号）附則第二

項の規定は、適用しない。 
２ 視聴覚的実演条約の締約国の国民又は当該締約国に常居所を有する者である実演家（当該実演家に係る実演が行わ

れた際国内に常居所を有しない外国人であった者に限る。）に対する新法中著作隣接権に関する規定（第九十五条の

三第三項及び第四項の規定を含む。）の適用については、平成元年改正法附則第四項の規定は、適用しない。 
（出版権についての経過措置） 
第三条 この法律の施行前に設定されたこの法律による改正前の著作権法による出版権でこの法律の施行の際現に存

するものについては、なお従前の例による。 
（政令への委任） 
第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 


